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Ⅳ－２－１－１ 

 

 

制度発足時以降に入社し、加入資格を得た場合の手続きについて説明します。 

 

（１）加入者への投資教育について 

新たに加入者が発生した場合、事業主は加入者に対し、必要かつ適切な投資教育を行わなければな

らないことが、法令で義務づけられています。 

そのため、投資教育を行うための資料（スターターキット）を弊社にて用意しておりますので、加入者へ

配布し、確定拠出年金の仕組みやラインナップ商品への知識を十分に深めたうえで、加入手続きをし

てください。 

スターターキットが手元にない場合は、ＷＥＢオーダーシステム（https://dc-order.smtb.jp/）からご注文

ください。 

 

（２）加入手続きについて 

新たに加入者が発生した場合の加入手続きについては、以下の方法があります。 

①帳票「加入通知書兼運用指図書（ID 20018）」の提出による手続き 

②Ｗｅｂによる加入申込手続き（Ｗｅｂ加入申込） 

②を行いたい場合は、必ず事前に弊社まで相談してください。 

 

（３）加入通知書兼運用指図書（ID 20018）の提出による手続きについて 

①「加入通知書兼運用指図書（ID 20018）」の提出による手続きの流れ 

 

（１）が終了したら加入者自身で下記帳票を記入・押印します。 

 

 

 

 

本人記入後、企業欄の必要事項を事業主担当者にて記入しま

す。記入後、事業主は「企業型送付状（ＩＤ 40028）」を起票し、

弊社宛に送付します。（帳票の送付方法については、「第Ⅰ章 

４．帳票送付～「企業型送付状」～」を参照してください。） 

 

弊社にて所定の確認のうえ、ＮＲＫへ送付します。 

 

 

帳    票 

「加入通知書兼運用指図書(ID 20018)」 

 第Ⅳ章 ２－１．加入 

＜１．加入者＞ 

加入手続き 

＜２．事業主＞ 

企業欄の必要事項を 

記入し送付 

＜３．弊社＞ 

確認及び送付 
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ＮＲＫにて加入登録が完了したら、下記帳票を加入者宛に発行

します。 

 

  

 

「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」は、「三井住友信託確

定拠出年金ネットサービス※１」や、「ＮＲＫ Ｗｅｂ※２」にログイン

するためのユーザーＩＤや暗証番号が記載されている大切なも

のです。 

「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」の送付先を事業主に設

定している場合は、必ず加入者に配付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②提出期限について 

毎月２０日（加入者資格取得月の２０日、休日の場合、前営業日）までに「加入通知書兼運用指図書

（ID 20018）」を提出してください。 

（例えば、７月１日が加入者資格取得日の場合は、７月２０日までに弊社に届くよう提出してください。） 

また、２０日までに手続きが間に合わなかった場合は、弊社まで連絡してください。 

  

 

還  元  帳  票 

「加入登録のお知らせ」(ID LPBB0003) 

＜４．ＮＲＫ＞ 

手続き 

＜５．加入者＞ 

「お知らせ」受領 

 

※1 三井住友信託確定拠出年金ネットサービス 

加入者が資産状況の確認や運用シミュレーション等を行うことができます。 

（三井住友信託ライフガイドから三井住友信託確定拠出年金ネットサービスにログインすることができ

ます。） 

URL：https：//www01.smtb.jp/Lifeguide/top/  

 

※２ ＮＲＫ Ｗｅｂ 

加入者が運用割合の変更や運用商品の預替を行うことができます。 

（三井住友信託確定拠出年金ネットサービスでは、運用シミュレーション等を行うことはできますが、実

際に運用割合を変更したり、商品の預替を行うことはできません。実際に手続きを行う場合には、ＮＲＫ

の Ｗｅｂへログインすることになります。三井住友信託確定拠出年金ネットサービスから、ＮＲＫ Ｗｅｂ

へログインすることができます。） 

以下のＵＲＬより、直接ＮＲＫ Ｗｅｂにログインすることができます。 

URL：https://www.nrkn.co.jp/rk/login.html  

☛参考 
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・死亡一時金受取人の指定について 

加入者が死亡した場合、遺族に対し死亡一時金が支払われますが、その際の受取人を予め指定しておく

ことが出来ます。加入の際に、設定の要否を本人へ確認し、設定する場合は「加入者諸変更通知書（ID 

20041）」を提出してください。 

指定できる遺族の範囲は、配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹に限ります。 

 

注意 
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帳票見本 加入通知書兼運用指図書（ID 20018） 

加入者番号　（注１）

下記の通り、加入者資格取得者を通知します。本紙に記載した事項は事実であり、また本人申出に相違ありません。

所属部門コード　（注２） プラン番号 プラン名

従業員番号　（注３）　※ 企業コード 企業名

加入者資格取得日（西暦）　（注４）※
私は加入通知書別紙に掲げる事項を確認し、これに同意のうえ、以下のとおり運用の指図を行います。

[掛金の運用割合について]　 ○ 「掛金の運用割合」欄の記入がない場合は、掛金等が入金された際に未指図資産（現金）のまま管理することになります。

なお、規約等に定めがあれば、一定期間経過後に所定の商品（指定運用商品）が自動購入されます。

○ 加入者掛金導入企業の場合、事業主掛金と加入者掛金の合計の運用割合です。別々には指定できません。

[死亡一時金受取人の指定]　 ○ 死亡一時金受取人の法定順位は別紙をご確認ください。第1順位以外の方や、同順位者のうちの１人を指定する場合に「加入者諸変更通知書」を提出ください。

基礎年金番号　※ 入社年月日（西暦）　※ 試用期間 入社前勤続期間 休職期間 職務区分

年 ヶ月 年 ヶ月 年 ヶ月

加入者拠出限度種別 ※ 給与金額１　※ 円 ポイント１　※

ＮＲＫネットワーク特記欄 運営管理機関加入者管理キー(20桁・左詰) 企業特記欄

B0501 加入者→企業→運営管理機関→ＮＲＫネットワーク 保存期間 10年

年 XX 月 XX 日

日本レコード・キーピング・ネットワーク株式会社　御中

加 入 通 知 書 兼 運 用 指 図 書20018 確定拠出年金

運 営 管 理

機 関 名
三井住友信託銀行株式会社 御中

通 知 年 月 日

（ 西 暦 ）
20 XX

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
XXXXXX XXXX確定拠出年金プランＸ Ｘ Ｘ

XXXXXXXX XXXX株式会社Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

20 XX 年 XX 月 XX 日
異 動 事 由 ： １ ０ （ 加 入 ） / ７ Ｂ （ 制 度 移 換 ）

氏名カナ
※

ネンキン ハナコ 性別※ 1：男 V 2：女

住所漢字
※

〒 1 2 3 ー

氏名漢字
※

年⾦ 花⼦ 生年月日
（西暦）※

4 5 6 7

東京都千代⽥区丸の内X-X-X

月 X 日20XX 年 X

6789
▽0402 商　品　名

制度移換がある場合は、制度移換金の運用割合を指定してください。各欄の運用割合は合計が100%となるようにご記入ください。→
商　品　コ　ー　ド

掛 金 の

運 用 割 合 ※

制度 移換 金の

運 用 割 合 ※

電話番号 （ 012 ） 345 －

＊＊＊○○定期預金 0 1 2 3 4
2 0 ＊＊＊△△年金保険 1 2 3 4 5

＊＊＊□□投資信託 2 3 4 5 6
＊＊＊☆☆投資信託 3 4 5 6 7

5 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
8 0

＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊
＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

10 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊
＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
15 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊

＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

20 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊
＊＊＊

＊＊＊＊＊＊

＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

企業欄

0 1 2 3 4

＊
合計 1 0 0 1 0 0
＊＊＊＊＊＊25 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

月 XX 日企 業 欄 の 項 目

は 、 従 業 員 登

録 な ど に よ り

既 に 登 録 済 の

場 合 、 記 入 不

要 で す 。 。 。 。 。

5 6 7 8 9 20XX ＊＊

V 4
確定給付企業年金等
加入なし 5

確定給付企業年金等
加入あり

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊年 XX

0 0

本 帳 票 に は 通 知

者 欄 が ご ざ い ま

せ ん の で 、 そ の 代

替 と し て 「 記 入 ・

押 印 省 略 通 知 書 」

を 必 ず 添 付 し て

く だ さ い 。 。 。 。 。

ＮＲＫネットワーク使用欄 運営管理機関使用欄 企業使用欄

20018①19.01

●

部
分
は
、
記
入
必
須
項
目
で
す
。

●
訂
正
が
あ
る
時
は
朱
書
き
に
て
二
重
線
で
抹
消
し
、
正
し
い
内
容
を

ご
記
入
く
だ
さ
い
。
そ
の
際
、
※
印
の
項
目
は
訂
正
印
を
押
し
て
く
だ
さ
い
。

●
ご
本
人
様
控
と
し
て
、
本
紙
コ
ピ
ー
を
お
取
り
く
だ
さ
い
。

●
太
枠
内
は
加
入
者
が
、
細
枠
内
は
企
業
の
担
当
者
が
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

記 入 上 の
ご 注 意

企業記入項目
(細枠内)について

（
注
1

）
加
入
者
番
号
は
、
未
採
番
の
場
合
、
お
よ
び
企
業
情
報
の
登
録
時
に「
加
入
者
番
号
省
略
可
」
を
指
定
し
た
場
合
は
、
記
入
不
要
で
す
。

（
注
2

）
所
属
部
門
コ
ー
ド
は「
還
元
帳
票
を
所
属
部
門
コ
ー
ド
毎
に
改
ペ
ー
ジ
」
す
る
た
め
の
任
意
項
目
で
す
。

（
注
3

）
従
業
員
番
号
（
左
詰
め
、
企
業
一
律
の
桁
数
）
は
、
企
業
情
報
の
登
録
時
に「

加
入
者
番
号
省
略
可
」
を
指
定
し
て
い
る
場
合
の
記
入
必
須

項
目
で
す
。
指
定
が
な
い
場
合
は
任
意
項
目
と
な
り
ま
す
が
、
記
入
す
る
こ
と
に
よ
り
還
元
帳
票
を
従
業
員
番
号
順
に
出
力
し
ま
す
。

（
注
4

）
加
入
者
資
格
取
得
日
（
西
暦
）
は
、
必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

印

同 ①

・

年
金

記入日を記入してください。

「従業員番号」「加入者資格取得日」は必須項目です。

本人または会社の確定拠出年金担当の方が必ず記入（補

記）してください。

（加入者資格取得日は会社の確定拠出年金担当の方に確

認してください。）

朱肉印で捺印してください。（シャチハタ印は不可）

氏名カナ・氏名漢字・郵便番号・住所漢字（郵便物の届くとこ

ろ）・電話番号・性別・生年月日（西暦）を記入してください。

※海外勤務者の方は、会社の確定拠出年金担当の方

の指示に従ってください。

※外国人氏名など、漢字・かな以外の氏名は、カタカナ

で記入してください。（例：ジョージ・ワシントン）

印字されている商品の中から、毎月の掛金を運用する割合を

決め、

必ず合計で１００％となるように記入してください。

（１００％になっていない場合は本人の修正・抹消が必要にな

ります。）

※従来の退職金制度（厚生年金基金等を含む）から移

される資産（＝制度移換金）がある場合、その資産に

ついてもこちらに記入した割合が適用されます。制度

移換金の運用割合の変更を希望する場合は、加入手

続きの完了後にWebよりお手続きください。

※掛金の運用割合は、加入者掛金導入企業の場合、

事業主掛金と加入者掛金の合計の運用割合です。

別々には指定できません。

「基礎年金番号」は必須項目ですが、入社３カ月未満で基礎

年金番号未取得の場合はブランクでの登録も可能です。本人

または会社の確定拠出年金担当の方が記入（補記）してくだ

さい。

「入社年月日」は必須項目です。

本人または会社の確定拠出年金担当の方が記入（補記）して

ください。

（入社年月日は会社の確定拠出年金担当の方に確認してく

ださい。）

の項目については、会社の確定拠出年金担当の方が記入してください。

「拠出限度種別」は必須項目ですので、どちらかに「V」を記入してください。

・対象の方が確定給付企業年金（DB）等に加入していない場合・・・「4」に記入

・対象の方が確定給付企業年金（DB）等に加入している場合・・・「5」に記入

「給与金額1」「ポイント1」については、企業様ごとの条件つき必須項目です。

一番左上の所属部門コードは任意項目です。

印字してある項目に誤りがある場合や、間違えて記入された場合には、右記のように修正してください。

①修正する箇所を赤の二重線で抹消し、押印欄と同じ印鑑を、【例】のとおり抹消線に重ねて押してください。

②修正内容を赤のボールペンで記入してください。
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【加入通知書記入項目について】 

項目 記入について 

所属部門コード<任意> 設定を行うと、ＮＲＫが作成する各種郵送物を、所属部門コード順に並べて出力

します。 

従業員番号<必須> 従業員番号の桁数を、全加入者一律で揃えて登録している場合が多いため、

桁数に注意して記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

加入者資格取得年月日（西

暦）<必須> 

加入資格取得年月日は、「加入資格の取得時期」が「規約」に定められています

ので、確認のうえ記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

氏名カナ<必須> 記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

氏名漢字<必須> 記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

性別<必須> 記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

生年月日<必須> 西暦で記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

住所漢字<必須> 記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

連絡先電話番号<任意> 必須項目ではありませんが、極力記入してください。 

（退職後などの必要な場合に限り、弊社コールセンターより直接連絡する場合が

あります。） 

事業主掛金の運用割合 

<必須> 

記載されている商品ラインナップから商品を選択し、合計で１００％になるように

割合を記入してください。 

訂正を行う場合は本人印での訂正が必要です。（事業主印での訂正はできま

せん） 

基礎年金番号 

<条件つき必須> 

法令上の必須項目です。ただし、入社３ヶ月未満で基礎年金番号が未取得の

場合は、ブランクも可とします。（番号取得後、必ず基礎年金番号を登録する手

続きを行ってください。詳細は「第Ⅳ章 ３－１．加入者属性変更」を参照してくだ

さい。） 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 
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項目 記入について 

入社年月日<必須> 西暦で記入してください。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

給与金額１ 

<条件つき必須> 

毎月の掛金をＮＲＫで計算する場合（拠出額を計算する上での基礎通知を金額 

又はポイントで登録している場合）のみ入力ください。 

※加入者全員が一律同じ掛金であり、ＮＲＫにその掛金を登録している場合（定

額にて登録している場合）は、記入不要です。 

訂正を行う場合は事業主印又は本人印での訂正が必要です。 

拠出限度種別 

<必須> 

確定給付企業年金等の未加入者と加入者では、確定拠出年金での毎月の拠

出限度額が変わりますので、加入者の立場に応じてどちらか記入してください。 

 

・確定給付企業年金等（※）の脱退者、もしくは未加入者 

「４確定給付企業年金等加入なし」に〇を記入 

（２０２０年１月１日現在）<確定拠出年金の拠出限度額：５５，０００円> 

 

・確定給付企業年金等（※）の加入者 

「５確定給付企業年金等加入あり」に〇を記入 

（２０２０年１月１日現在）<確定拠出年金の拠出限度額：２７，５００円> 

 

※確定給付企業年金等 ：確定給付企業年金、厚生年金基金、石炭鉱業年金

基金、私立学校教職員共済を指します。 

 

✍訂正を行う場合は、訂正箇所を二重線で抹消し、訂正印を押印のうえ、正しい内容を記入をします。 
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（４）Ｗｅｂによる加入申込手続き（Ｗｅｂ加入申込）について 

Ｗｅｂ加入申込手続きの流れは以下の①～④の通りです。 

なお、Ｗｅｂ加入申込を行いたい場合は、必ず事前に弊社まで相談してください。 

 

①事業主による「新規従業員登録データ」の作成、送信 

Ｗｅｂ加入申込を行う場合、事前に加入対象者の従業員データをＮＲＫに登録する必要があります。 

a．「新規従業員登録データ」の作成 

所定の新規従業員登録データフォーマット（Ｅｘｃｅｌファイル）を弊社より提供します。データ作成後、ＣＳ

Ｖファイルに変換して保存してください。 

 

ｂ．「新規従業員登録データ」の送信 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面の「従業員登録データ」より送信してください。送

信手続きについては、「第Ⅱ章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

 

c.「新規従業員登録データ」送信期限 

弊社から案内している期日までに送信してください。（「新規従業員登録データ」を送信すると、「ユーザ

ーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」が発行されます。実際にＷｅｂ加入申込を行う際に、こちらが必ず必

要になりますので、遅くともＷｅｂ加入申込期間開始前に送信してください。） 

 

②従業員による加入申込手続き 

a．「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」受領、確認 

ＮＲＫにて「新規従業員登録データ」の登録が完了すると、従業員宛又は事業主宛（プランによって異

なります。）に、「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」が送付されます。事業主を送付先に設定し

ている場合は、必ず従業員に配付してください。 

※「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」の送付先を通常は従業員宛としている場合であっても、

Ｗｅｂ加入申込期間中は、送付先を事業主宛に変更し、事業主より配布することをお勧めします。ただ

し、その場合は既加入者がユーザーＩＤの再発行手続きをした場合であっても、Ｗｅｂ加入申込期間中

は、「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」は事業主宛に送付されますので、注意が必要です。 

 

また、従業員には以下の事項を伝えてください。 

「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」を受領したら、記載されているユーザーＩＤ、暗証番号を確

認してください。ユーザーＩＤ、暗証番号は、「三井住友信託確定拠出年金ネットサービス」や、「ＮＲＫ 

Ｗｅｂ」にログインする際等に必要になりますので、「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」は大切

に保管してください。 
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ｂ．加入申込 

Ｗｅｂ加入申込期間中に「三井住友信託ライフガイド」の「確定拠出年金」画面より加入申込を行います。

このＷｅｂ加入申込画面へのログオンの際にユーザーＩＤと暗証番号が必要になります。 

なお、Ｗｅｂ加入申込期間中であれば、従業員はいつでも申込内容の変更や取消、確認をすることが

できます。 

 

 

 

 

③事業主によるＷｅｂ加入申込状況の確認 

Ｗｅｂ加入申込期間中に、事業主は従業員の加入申込状況を確認することが出来ます。確認方法につい

ては「第Ⅱ章 ４－４．加入申込状況」を参照してください。 

事業主は随時申込状況を確認のうえ、未手続者に手続きを促し、Ｗｅｂ加入申込期間内に全員の手続きを

完了させてください。Ｗｅｂ加入申込期間中に加入手続きが行われない場合、帳票「加入通知書兼運用指

図書（ＩＤ 20018）による加入手続きとなる場合がありますので、注意してください。 

 

 ④「属性変更データ」の作成・送信 

氏名・住所等の変更、基礎年金番号を登録する場合は、加入登録データ送信の３営業日前までにＮＲＫ 

ＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面の「属性変更データ」より送信してください。送信手続きに

ついては、「第Ⅱ章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

※基礎年金番号は、法令上登録が義務付けられています。ただし、入社３か月未満で基礎年金番号が未取

得の場合は、ブランクも可とします。（番号取得後、必ず基礎年金番号を登録する手続きを行ってください。

詳細は「第Ⅳ章 ３－１．加入者属性変更」を参照してください。） 

 

「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」に記載されている暗証番号は変更可能です。また、５回連続で

暗証番号を誤って入力すると使用不能となりますので、入力する際は十分注意してください。ユーザーＩＤ

や暗証番号を失念した場合や、使用不能となった場合は、ユーザーＩＤと暗証番号を再発行する必要があ

ります。再発行の方法については、「第Ⅳ章 ３－２．加入者等ユーザーＩＤ再発行」を参照してください。 

 

運用商品の選択について 

運用商品ラインナップが２０商品を超える場合で、加入者の選択商品も２０商品を超える場合は、Ｗｅｂ加

入申込手続きを行うことができません。 

その場合は、「加入通知書兼運用指図書(ID 20018)」での手続きとなります。詳細については、確定拠出

年金管理部事務担当者まで照会してください。 

注意 

注意 



第Ⅳ章  ２－１．加入 

Ⅳ－２－１－９ 

⑤事業主による「加入者登録データ」の作成、送信 

ａ．「加入者登録データファイル」のダウンロード 

Ｗｅｂ加入申込期間終了日の翌日以降、三井住友信託ＤＣサポーター「加入申込状況」画面より「加入

者登録データ」（ＣＳＶファイル）をダウンロードしてください。 

「加入者登録データ」のダウンロード方法については、「第Ⅱ章 ４－４．加入申込状況」を参照してくだ

さい。 

 

ｂ．「加入者登録データファイル」の送信準備 

ダウンロードした「加入者登録データ」は、従業員がＷｅｂで申込をした内容に基づいて作成されていま

す。Ｗｅｂ加入申込期間終了後に、本人の申出により、加入申込の取消を行う従業員がいる場合は、必

ず該当者のデータを削除してください。 

 

 

 

 

住所・氏名の変更について 

Ｗｅｂ加入申込期間前に登録した従業員の住所・氏名等に変更がある場合は、必ず変更手続きを行って

ください。 

氏名変更がある場合は、変更手続き後、必ず加入者情報画面で変更内容が反映されていることを確認

したうえで、「加入者登録データ」をダウンロードしてください。変更が反映される前に「加入者登録デー

タ」をダウンロードすると、旧氏名で「加入者登録データ」が作成されます。新氏名への変更手続き後、旧

氏名で「加入者登録データ」を送信すると、ＮＲＫでの登録が再度旧氏名に変更されてしまうため、十分

注意が必要です。 

住所変更がある場合は、変更手続きが漏れてしまうと、旧住所に「加入登録のお知らせ」が送付されて

しまいます。そのため、必ず「加入者登録データ」の送信前に変更手続きを行ってください。 

（住所・氏名等の変更手続きの方法は、「第Ⅳ章 ３－１．加入者属性変更」を参照してください。） 

注意 
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ｃ．「加入者登録データファイル」の送信 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「データファイル送信」画面の「加入者登録データ」より送信してください。送

信手続きについては、「第Ⅱ章 ５－５．データファイル送信」を参照してください。 

 

ｄ.「加入者登録データ」送信期限 

事前に弊社から案内している期日までに送信してください。 

 

 

⑥「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」受領 

ＮＲＫにて加入登録が完了すると、ＮＲＫから加入者宛又は事業主宛（プランによって異なります。）に、「加

入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」が送付されます。 

「加入登録のお知らせ（ＩＤ LPBB0003）」の送付先を事業主に設定している場合は、必ず加入者に配布し

てください。 

 

 

 

 

すでに「ユーザーＩＤのお知らせ（ＩＤ LPBB0004）」が発行されている場合、「加入登録のお知らせ（ID 

LPBB0003）」には、ユーザーID、暗証番号は記載されません。 

また、「加入登録のお知らせ（ID LPBB0003）」は再発行ができませんので大切に保管してください。 

注意 
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（５）確定拠出年金制度からの移換について 

中途入社した方で、入社以前に他の確定拠出年金に資産を持っており、移換を希望する場合は手続

きが必要です。この場合は「加入通知書兼運用指図書(ID 20018)」を送付する際に、あわせて「移換届

出書兼運用指図書（ID 34512）」の提出が必要になります。 

移換届出書兼運用指図書の記入方法については、「第Ⅳ章 ２－２．確定拠出年金制度からの移換」

を参照してください。 

 

（６）他の企業年金制度からの移換について 

中途入社した方で、入社以前に勤めていた企業で厚生年金基金や確定給付企業年金制度に加入し

ていた場合、要件を満たしていれば、それまでの勤続期間等に応じて脱退一時金を受け取ることが出

来ますが、本人が希望する場合は、この脱退一時金相当額を移換することが出来ます。 

移換を希望する場合は、「厚生年金基金・確定給付企業年金 移換申出書（ＩＤ 34023）」を前制度へ

提出します。（企業年金連合会から移換する場合は、「中途脱退者等年金給付等積立金、積立金移換

申出書（本人申出）」を、企業年金連合会へ提出します。） 

記入方法や送付方法については「第Ⅳ章 ２－３．他の企業年金制度からの移換」を参照してくださ

い。 

 

（７）60 歳以上の従業員の加入登録について 

  60 歳以上の従業員が加入する場合、通常の加入と同様に「加入通知書兼運用割合指図書（ID  

20018）」を提出していただくことで、加入手続きが可能ですが、以下の条件を満たすことが必要です。 

① 入社年月日が 60 歳到達時の前日までであること 

② 制度移換登録を行い、60 歳以前の期間が通算されていること 

 

 

 

 

・ 厚生年金基金・確定給付企業年金からの移換の手続きは、入社以前に勤めていた企業の厚生年金

基金や確定給付企業年金の資格喪失日から 1 年以内（企業年金連合会からの移換は、加入から３ヶ

月以内）に申出する必要があります。期限を過ぎますと、移換手続きが出来なくなりますので、注意し

てください。 

注意 

 

・ 60 歳未満の加入履歴がある方が再加入する際は、「加入通知書兼運用割合指図書（ID20018）」に加

入時の加入者番号を記載してください。 

・ 60 歳以上の従業員の「加入通知書兼運用割合指図書（ID20018）」を提出の際は、通常の加入者の

帳票とは別葉とし、「企業型送付状（ＩＤ 40028）」を添付してください。 

注意 
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（８）60 歳以上で再雇用による加入者資格得喪について 

厚生年金の被保険者資格得喪を行う場合は、確定拠出年金でも加入者資格得喪を届け出る必要がありま

す。 

ＮＲＫＷＥＢ事務システムの「加入者業務」画面の入力方法について 

①事務受付業務の中の加入者業務を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①選択 
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 ②再雇用加入者資格得喪通知を選択。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「再雇用加入者資格得喪通知」

を選択。 
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③ 検索条件を入力し「表示」ボタンを押下します。 

④ 対象者を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③検索条件を入力し「表示」ボタン

を押下します。 

④対象者を選択。 
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⑤変更後の内容を入力します。 

＊再雇用に伴う加入者資格得喪については、「同一企業内での再雇用であること」、「資格喪失日と資格取

得日が同月内であること」が必要です。 

 

⑥「はい」を押下します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤変更後の内容を入力します。 

・加入者資格喪失日を入力 

・加入者資格取得日を入力 

・加入者拠出限度種別を入力 

・給与 1(NRK 計算・定率掛金の場合のみ) 

・加入者毎月掛金額(NRK 計算・加入者掛金

ありの場合のみ) 

⑥「はい」を押下。 
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帳票「再雇用加入者得喪通知書」の記入方法について 

再雇用に伴う加入者資格得喪については、「同一企業内での再雇用であること」、「資格喪失日と資格取得

日が同月内であること」が必要です。 

 

帳票見本 再雇用加入者資格得喪通知書（ID 20034） 

 

赤枠内について、記載ください。 

＜記入項目＞ 

・プラン番号・プラン名・企業コード・企業名・記入件数 

・通知年月日 ・通知者所在地・通知者名  

・従業員番号 ・基礎年金番号（未登録の場合）・性別・生年月日 

・氏名カナ・氏名漢字 

・資格喪失日・資格取得日 

・給与１（ＮＲＫ計算・定率掛金の場合のみ）・加入者毎月掛金額（ＮＲＫ計算・加入者掛金ありの場合のみ） 

・加入者拠出限度額種別 


